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令和元年度事業報告 

 

１ 事業概要  

 

・事業の目的 

公益財団法人大阪府三島救急医療センターは、地域の初期救急医療を担う夜間休日等応

急診療事業と重症救急医療を担う救命救急事業の救急医療を主体とし、その他事業で一般

診療及び保健増進事業を運営する。当財団は、地域住民が等しく救急医療の利益を享受で

きるよう、これらの事業を実施運営することにより健康で幸福な住民生活の保持と公衆衛

生の向上に寄与することを目的に公益的な医療を行う。 

 

・運営方針 

「救急医療は医の原点であり、その享有するところの利益は万人平等でなければならな

い」という設立当初からの理念が当財団の指針となっている。当財団は住民の公益に寄与

する法人として、深夜時間帯を含めた夜間休日等応急診療事業及び救命救急事業の救急医

療、さらには一般診療及び保健増進事業を通じて、地域住民に対して良質で安心、安全な

医療を提供し、地域医療の向上のために貢献する。基本的に救急患者を断らず、社会的使

命を自覚し、初期救急及び重症医療を担保するとともに、学術と技術の研鑽を行う臨床研

修の場を提供する。 

 

・事業の特色 

当財団は、公益目的事業として救急医療を行っており、重症の救急患者を受け入れる救

命救急センターと軽症の初期救急を担う夜間休日応急診療所が同一建屋内にあり、初期救

急に含まれる重症疾病への迅速な対応が可能となっている。一般的な夜間休日応急診療所

で不可避とされる後送病院への転送中に手遅れで死亡する例は無い。また、既往病歴が不

明な初診患者の診療であっても、病状の急変時に救命救急センターと連携対応できる体制

が整っている。その他事業としての一般診療及び保健増進事業を含め、医療に特化した公

益財団法人である。 

 

公益目的事業１（公１事業） 

夜間休日等応急診療事業（高槻島本夜間休日応急診療所）については、小児初期救急

医療を広域で担い、内科に加え、外科を有しているのが大きな特長である。歯科は休日

のみ診療している。他の病院、診療所の夜間及び休日等の休診時に診療を行い、地域の

無診療の時間帯の応急診療を担っている。 

 

公益目的事業２（公２事業） 

救命救急事業（大阪府三島救命救急センター）は後送病院を持たない単独型の運用形

態をとり、高度な治療機器、各科専門医等、専門家スタッフによるチームユニットが、

重症救急患者搬入から手術までを自己完結的に行い、「命の最後の砦」として機能してい

る。このような施設は全国的にも珍しく、各専門科の垣根が低いために、各科にまたが



る重症例に対しても調整などのタイムラグが無く、スタッフが一丸となった迅速な対応

が可能である。重症救急患者は、難易度の高い医療技術を必要とするが、より良質の医

療と看護を、24時間 365 日提供すべく努めている。 

高槻市消防本部と協力し、ワークステーション方式のドクターカーと呼ばれる特別救

急隊事業を運用している。これは、24時間体制で救急救命士と救命救急専門医が消防の

救急要請に基づき即時出動し、病院前の救護・病院内医療処置を一連のものとしたシス

テムである。この事業における心肺停止患者の社会復帰者数は、令和元年は 14 人（前年

9人）であり、特別救急隊発足時から 119人に上る。 

また、救命救急センターは、災害拠点病院として災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）を

はじめ災害派遣を行うとともに、災害医療本部として災害時における地域住民への医療

を担う心臓部として機能する施設である。 

さらに、医師をはじめ看護師、医療技術者・関係者等を広く受け入れ、教育、研修を

実施している。 

 

その他事業（他１事業） 

一般診療及び保健増進事業（ひかり診療所）は、地域に根ざした身近な医療機関とし

て、一般外来を主とした診療（内科、小児科、外科、泌尿器科、歯科）の他、検診・予

防接種を行ない「かかりつけ医」の役割を担っている。 

 

 

・患者の受け入れ状況 

１）公益目的事業 

公１事業：夜間休日等応急診療事業（高槻島本夜間休日応急診療所） 

（診療科目）内科、小児科、外科、歯科（休日のみ） 

※応急診療であり、患者は翌日あるいは休み明けにかかりつけの

医院または専門の医療機関への受診が必要 

      （診療時間） 

・内科・小児科・外科 

平 日：午後９時～翌朝午前７時 

          土曜日：午後３時～翌朝午前７時 

          休 日：午前１０時～正午 

午後２時～午後５時 

             午後７時～翌朝午前７時 

        ・歯 科 

休 日：午前１０時～正午 

午後２時～午後５時 

（収容期間） 

外来のみで検査・治療観察後帰宅または入院の他加療が必要な場合は後送

病院へ搬送し、収容はしない。 

 



（収容体制） 

小児科については輪番制で後送病院を確保。他科については、かかりつけ 

病院、患者希望等を優先し、病院車または消防の救急車で転送を行う。 

 

公２事業：救命救急事業（大阪府三島救命救急センター） 

（標榜科目）救急科、内科、外科、整形外科、放射線科、麻酔科、心臓血管外科、

循環器内科、脳神経外科、小児科、形成外科 

※各科専門医が救急医として救急科を担う。 

※消防の搬送基準に基づいた重症患者のほか、二次病院からの重症

患者も受け入れる。 

※原則として外来診療は行わないが、入院後転院した患者のその後

の外来フォロー診療及び発生した患者の状況などによる場合は、

この限りでない。 

（診療体制） 

２４時間３６５日 

     （収容期間） 

処置・手術後、患者が生命の危機を脱し、転院可能な状態となるまでの期間 

     （収容体制） 

患者の病状が安定し転院可能と認められた時は出来る限り速やかに地域病院

群及び患者居住地の医療機関に依頼し、常時、重症患者収容のための空床を確

保する。 

 

２）その他事業 

他１事業：一般診療及び保健増進事業（ひかり診療所） 

（診療科目）内科、小児科、外科、泌尿器科、歯科の一般外来診療及び予防接種、

各法に基づく特定健診等 

（診療時間） 

月～金曜日：午前９時～正午 

午後２時～午後４時３０分 

（一部 午後５時３０分） 

土曜日  ：午前９時～正午 

※診療科目により診療時間は異なる。 

※外来、訪問診療のみ。収容はしない。 

 

 

 

 

 

 

 



２ 令和元年度の事業概況 

国は、団塊の世代が後期高齢を迎える年いわゆる「2025 年問題」さらには「2035 年問題」

を見据え、病院への依存度を減らし、切れ目のない医療・介護の提供体制を確保するため

の地域包括ケアシステムの構築を推進している。昨年の診療報酬改定は、６年に１度の同

時改定となり、診療報酬は前回に引き続き全体としてマイナス改定であった。昨年の改定

でさらに医療機能の分化・強化、連携が推進され急性期医療に関する要件の厳格化などに

より、重症救急医療を主軸とする当財団にとっては厳しい状況が続いている。 

公２事業である救命センター事業においては、「クラウドファンディング」という方法に

より多くの方々から寄付を受けた。これは「医療者確保のための費用」に使途を限定して

寄付を募るものでインターネットを介し多くの方々のご支援をいただいた。 

令和元年度の当財団の財務状況は、正味財産増減計算において、公１事業では、患者数

が前年度比で 295 人減少し、収入においても 1,768 万 9,896 円の減収となった。また、公

２事業においては、延入院患者数が 1,513 人減少し、医業収益は 1 億 907 万 240 円の減収

となった。最後に他１事業では、患者数が前年度比で 2,435 人（13％）減少し 16,695 人と

なり、医業収益は 1,282万 1,226円（約 12％）の減収となった。 

１）患者の受け入れ状況                        単位：人 

  平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

公 １ 事 業 ３２，６０６ ３１，０３７ ３０，７４２ 

公 ２ 事 業 １，２６６ １，４１５ １，２７８ 

他 １ 事 業 ２１，７９９ １９，１３０ １６，６９５ 

合   計  ５５，６７１  ５１，５８２  ４８，７１５ 

前 年 度 差 異 △２，１３２ △４，０８９ △２，８６７ 

 

２）財産及び収支の状況 

  財産の状況（財団全体）                       単位：円 

 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

総 資 産 額 2,226,553,898 1,941,455,564 1,781,924,509 

正 味 財 産 期 末 残 高 1,162,732,913 1,078,246,477 1,016,469,882 

総 資 産 増 減 額 

前 年 度 差 異 
 △337,989,209   △84,486,436   △61,776,595 

  収支の状況（財団全体）                       単位：円 

 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

経  常  収  益   2,388,300,547   2,555,956,371   2,387,878,312 

（ 医  業  収  益 ）  (1,522,629,680)        (1,594,701,138)        (1,455,119,776)       

経  常  費  用   2,690,053,683   2,591,585,449   2,465,059,305 

当 年 度 経 常 増 減 額   △301,753,136    △35,629,078    △77,180,993 

当年度正味財産増減額  △337,989,209    △84,486,436    △61,776,595 

正 味 財 産 増 減 額 

前 年 度 差 異 
  △325,398,749     253,502,773      22,709,841 



３．職員の状況                  

令和２年３月３１日現在 

                        単位：人 

                                      公１事業 

高槻島本夜間 

休日応急診療

所 

公２事業 

大阪府三島 

救命救急セン

ター 

他１事業 

ひかり診療所 

法  人 

常 勤 非常勤 常 勤 非常勤 常 勤 非常勤 常 勤 非常勤 

医 師  210＊ 14 14 1 1  1 

歯 科 医 師   80＊    1   

看 護 師 7 24 72 3 1 8   

看 護 助 手   6      

薬 剤 師   34＊ 5      

臨床検査技師  10 2 7     

放 射 線 技 師  8 4 4  6   

臨床工学技士   1 2     

管 理 栄 養 士   1      

栄 養 士      1   

歯 科 衛 生 士  10   1 3   

歯 科 助 手      1   

事 務 そ の 他 4 4 12 11 3 5 1  

合 計 11 380 117 41 6 26 1 1 

医師＊：大阪医科大学附属病院並びに高槻市医師会、茨木市医師会及び摂津市医師会

からの出務 

歯科医師＊：高槻市歯科医師会からの出務 

薬剤師＊：高槻市薬剤師会及び茨木市薬剤師会からの出務 

４．理事名簿 

令和２年３月３１日現在 

役 員 名 氏   名 任期 所 属 団 体・役 職 名 

理  事  長 濱 田 剛 史 (注 1) 高槻市長 

副 理 事 長 冨 士 原  彰 〃 公益財団法人大阪府三島救急医療センター長 

副 理 事 長 福 岡 洋 一 〃 茨木市長 

副 理 事 長 森 山 一 正 〃 摂津市長 

副 理 事 長 山 田 紘 平 〃 島本町長 

副 理 事 長 木 野 昌 也 〃 一般社団法人高槻市医師会長 



副 理 事 長 上 野   豊 〃 一般社団法人茨木市医師会長 

専 務 理 事 法 幸 貞 次 〃 公益財団法人大阪府三島救急医療センター事務局長 

常 務 理 事 関 本 剛 司 〃 高槻市健康福祉部長 

理  事 北 逵 和 雄 〃 茨木市健康福祉部理事 

理  事 平 井 貴 志 〃 摂津市保健福祉部理事 

理  事 原 山 郁 子 〃 島本町健康福祉部長 

理  事 植 木   實 〃 学校法人大阪医科薬科大学理事長 

理  事 細 川 眞 哉 〃 一般社団法人摂津市医師会長 

注 1：令和 2年 6月に開催される定時評議員会の終結の時まで 

 

５．監事名簿  

令和２年３月３１日現在 

役 員 名 氏   名 任期 所 属 団 体・役 職 名 

監 事 岩 見 賢一郎 (注 2) 摂津市会計管理者 

監 事 藥 師 寺  玲 〃 公認会計士 

   注 2：令和 2年 6月に開催される定時評議員会の終結の時まで 

   

６．評議員名簿 

                   令和２年３月３１日現在 

役 員 名 氏   名 任期 所 属 団 体・役 職 名 

評 議 員 会 会 長 田 邉 雅 章 (注 3) 大阪府健康医療部医療対策課長 

評議員会副会長 石 下 誠 造 〃 高槻市副市長 

評議員会副会長 河 井   豊 (注 4) 茨木市副市長 

評議員会副会長 奥 村 良 夫 〃 摂津市副市長 

評議員会副会長 小 田 哲 史 (注 5) 島本町副町長 

評議員会副会長 久 保 正 裕 (注 3) 一般社団法人高槻市歯科医師会長 

評議員会副会長 石 田 佳 弘 〃 一般社団法人高槻市薬剤師会長 

評 議 員 古 川 福 実 〃 高槻赤十字病院長 

評 議 員 森 田   大 〃 大阪府三島救命救急センター名誉所長 

評 議 員 野 倉 洋 克 〃 高槻市消防本部消防長 

評 議 員 泉   頼 明 (注 4) 茨木市消防本部消防長 

評 議 員 明 原   修 〃 摂津市消防本部消防長 

評 議 員 近 藤 治 彦 (注 3) 島本町消防本部消防長 

注 3：令和 2年 6月に開催される定時評議員会の終結の時まで 

注 4：令和 3年 6月に開催される定時評議員会の終結の時まで 

注 5：令和 4年 6月に開催される定時評議員会の終結の時まで 



７．理事会・評議員会の開催状況 

 

理事会 

 

第１回理事会  平成３１年４月２２日開催（書面により開催） 

 

議案第１号 
公益財団法人大阪府三島救急医療センター後任理事候補者を評議員

会に推薦することについて 
同 意 

議案第２号 
公益財団法人大阪府三島救急医療センター後任監事候補者を評議員

会に推薦することについて 
同 意 

 

第２回理事会  令和元年５月２７日開催  

 後任理事及び後任監事の就任について 承 認 

 
平成３０年度第６回及び平成３１年度第１回理事会並びに平成３１

年度第１回評議員会の経過報告について 
承 認 

議案第１号 公益財団法人大阪府三島救急医療センター常務理事の選任について 同 意 

報告第１号 専決処分報告について 承 認 

認定第１号 
平成３０年度公益財団法人大阪府三島救急医療センター事業報告及

び決算報告認定について 
認 定 

議案第２号 特定資産の取り崩しについて 同 意 

報告第２号 公益財団法人立入検査の結果等について 承 認 

報告第３号 大阪府三島救命救急センター職員に対する一時金の支給について 承 認 

議案第３号 令和元年度第２回評議員会の招集について 同 意 

 

 

第４回理事会  令和元年１２月１８日開催（書面により開催） 

議案第１号 大阪府三島救命救急センターの移譲に関する覚書の締結について 承 認 

議案第２号 
大阪府三島救命救急センターの移譲に関する連携協定の締結につい

て 
承 認 

 

 
  

第３回理事会  令和元年１１月２９日開催（書面により開催） 

議案第１号 
令和元年度公益目的事業１ 夜間休日等応急診療事業会計（高槻島本

夜間休日応急診療所）収支予算の変更について 
承 認 

議案第２号 
令和元年度公益目的事業２ 救命救急事業会計（大阪府三島救命救急

センター）収支予算の変更について 
承 認 

議案第３号 
令和元年度その他事業１ 一般診療及び保健増進事業会計（ひかり診

療所）収支予算の変更について 
承 認 



 

評議員会 

 

第１回評議員会  平成３１年４月３０日開催（書面により開催）  

議案第１号 公益財団法人大阪府三島救急医療センター後任理事の選任について 同 意 

議案第２号 公益財団法人大阪府三島救急医療センター後任監事の選任について 同 意 

 

第２回評議員会  令和元年５月２７日開催 

 
平成３０年度第２回評議員選定委員会の選定結果報告及び評議員の

就任について 
承 認 

議案第１号 
公益財団法人大阪府三島救急医療センター評議員会会長の互選につ

いて 
同 意 

議案第２号 
公益財団法人大阪府三島救急医療センター評議員選定委員の選出に

ついて 
同 意 

 

評議員会及び理事会の経過報告について 

（評議員会：平成３０年度第３回～令和元年度第１回） 

（理 事 会：平成３０年度第４回～令和元年度第２回） 

承 認 

報告第１号 専決処分報告について 承 認 

認定第１号 
平成３０年度公益財団法人大阪府三島救急医療センター事業報告及

び決算報告認定について 
認 定 

報告第２号 特定資産の取り崩しについて 同 意 

報告第３号 公益財団法人立入検査の結果等について 同 意 

第５回理事会  令和２年２月１２日開催 

 

令和元年度第２回～第４回理事会並びに令和元年度第２回評議員会

の経過報告について 
承 認 

 代表理事及び業務執行理事の職務執行状況について 承 認 

議案第１号 令和２年度事業計画を定めることについて 同 意 

議案第２号 
令和２年度公益財団法人大阪府三島救急医療センターの収支(正味財

産増減)予算を定めることについて 
同 意 

議案第３号 定款の変更について 同 意 

議案第４号 
その他事業の一般診療及び保健増進事業会計（ひかり診療所）の特定

資産の取崩し及びその使途について 
同 意 

議案第５号 
公益目的事業の夜間休日等応急診療事業会計（高槻島本夜間休日応急

診療所）特定資産の取崩しについて 
同 意 

議案第６号 令和元年度第３回評議員会を書面により開催することについて 同 意 



第３回評議員会  令和２年３月１３日開催（書面により開催） 

議案第１号 定款の変更について 同 意 

 

８．資金調達と設備投資の状況 

・資金調達について 

公２事業においては、運営補助金として、３市１町（高槻市・茨木市・摂津市・島本町）

から 4億 5千万円（高槻市 3億 100 万 5,000 円、茨木市 1億 257万 7,500円、摂津市 2,414

万 2,500円、島本町 2,227 万 5,000円）、国及び大阪府から 1億 5,634万 7,354 円を受け入

れている。さらに、事業規模の大きい公２事業においては、医業収入の単価も高いことか

ら、受け入れ患者の動向によっては収入の変動が大きく、場合によっては年度途中での資

金ショートの危険性が出てくる。そこで、三島二次医療圏における３市１町から運転資金

として 3 億円を借入れ、さらに、この借入金を返済するためのつなぎ資金として金融機関

から短期借入れを行っている。 

なお、高額医療機器の修理を含めた購入等、突発的な支出に対応する資金の不足分につ

いては市中銀行で一時借入をすること等で資金繰りに備えている。 

・設備投資の状況 

令和元年度は、公１事業においては、ガスヒートポンプエアコンの更新を行い、公２事

業においては、大動脈内バルーンパンピング、呼吸器、ＩＣＵベッド及び除細動器を購入

し、他１事業においては、設備投資は見送った。 

 

９．対処すべき課題 

 公益目的事業１（公１事業） 

夜間休日応急診療所においては、施設の狭隘が顕著であり、前年度に引き続き年末年始、

連休は患者が溢れ、とりわけ待合の混雑が著しく、早急に対策を進める必要がある。 

また、インフルエンザ等の流行性感染症による患者の集団発生時において、医師・看護

師・薬剤師・事務等を速やかに増員できる体制整備が必要である。 

 公益目的事業２（公２事業） 

救命救急センターにおいては、入院患者数が増加せず厳しい財務状況が続いており、継

続して抑制的な支出に努めている。このような中、収益の改善に取り組み、医療の質なら

びに応需態勢を維持できるよう、人材の補充に注力して態勢の立て直しに取り組んだ。今

後も地域の救急医療を担うため、間近に迫った大阪医科大学への移転に向け、これまで培

ってきた専門知識や技術を確実に継承し、救命救急事業の存続を図る。 

その他事業（他１事業） 

  ひかり診療所は、平成 15 年から約 17 年間にわたり地域医療、保健増進事業を担ってき

た。平成 24 年度に当法人が公益法人認定を受けて以降は収益事業等として運営を続けて

きたが、近年は患者数が年々減少し最盛期と比して３割以下に落ち込む等困難な経営状態

が続いている。当法人としては、事業の拡充や見直しを図り経営改善に努めてきたが、引

当金の取り崩しを行いながらも、とりわけ前期・今期決算では、大幅な赤字を計上するに

至った。 

そのような状況の中、令和２年度は６月には本事業会計が資金不足に陥ることが試算上

明らかとなり、また同時に周辺の医療環境の充足や患者推移に鑑みると、経営上、事業を



継続することが困難であることから、本事業の廃止について理事会に諮る必要があるとの

結論に達した。 

 

 

事業報告の附属明細書 

 

令和元年度の当財団の各事業別の収支状況については、以下のとおり。 

公益目的事業１（公１事業）                     単位：円 

 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

経 常 収 益 633,929,240 656,233,848 658,603,486 

（ 医 業 収 益 ） （443,509,488） （466,232,360） （448,542,464） 

（ 指 定 管 理 料 ） （190,000,000） （190,000,000） （191,759,259） 

経 常 費 用 629,295,899 624,068,561 644,287,904 

当 年 度 経 常 増 減 額     4,633,341    32,165,287    14,315,582 

当年度正味財産増減額     4,633,341    32,165,287    14,315,582 

正 味 財 産 増 減 額 

前 年 度 差 異 
   △165,330   27,531,946 △17,849,705 

 

公益目的事業２（公２事業）                     単位：円 

 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

経 常 収 益 1,635,523,310 1,794,456,069 1,636,998,535 

（ 医 業 収 益 ） （959,094,997） （1,025,253,626）  （916,183,386） 

経 常 費 用 1,936,767,890 1,822,422,125 1,681,540,882 

当 年 度 経 常 増 減 額 △301,244,580 △27,966,056 △44,542,347 

当年度正味財産増減額 △337,480,653 △76,823,414 △29,137,949 

正 味 財 産 増 減 額 

前 年 度 差 異 
△319,246,985 260,657,239 47,685,465 

 

その他事業（他１事業）                       単位：円 

 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

経 常 収 益   122,022,526    105,150,685    92,192,919  

（ 医 業 収 益 ）  （120,025,195）   （103,215,152）    （90,393,926） 

経 常 費 用   127,067,321    144,640,009    138,687,064  

当 年 度 経 常 増 減 額 △5,044,795  △39,489,324  △46,494,145  

当年度正味財産増減額 △5,044,795  △39,489,324  △46,494,145  

正 味 財 産 増 減 額 

前 年 度 差 異 
△5,409,845  △34,444,529  △7,004,821  

 





（単位：円）

当　年　度 前　年　度 増　　減

Ⅰ 資産の部
１．流動資産

(1)現金預金
  現　　金 2,456,566 3,994,061 △ 1,537,495
  普通預金 188,213,519 242,196,262 △ 53,982,743
 現金預金合計 190,670,085 246,190,323 △ 55,520,238

(2)その他流動資産
  未 収 金 345,553,402 399,035,984 △ 53,482,582
  前 払 金 2,562,772 2,321,011 241,761
  薬    品 18,174,262 17,479,275 694,987
  診療材料 900,829 1,000,324 △ 99,495
 その他流動資産合計 367,191,265 419,836,594 △ 52,645,329
流動資産合計 557,861,350 666,026,917 △ 108,165,567

２．固定資産
(1)基本財産

  基本財産定期預金 29,963,000 29,963,000 0
  基本財産普通預金 4,949,790 4,949,790 0
 基本財産合計 34,912,790 34,912,790 0

(2)特定資産
  退職給付引当資産 241,617,700 221,473,958 20,143,742
  減価償却引当資産（資産取得資金） 0 4,680,000 △ 4,680,000
  減価償却引当資産 189,980,402 204,942,790 △ 14,962,388
  医療機器準備資産（資産取得資金） 0 74,705,000 △ 74,705,000
  医療機器準備資産 54,705,000 0 54,705,000
  特別修繕引当資産 0 18,300,000 △ 18,300,000
  大規模改修積立資産 0 10,000,000 △ 10,000,000
　人材確保費用引当資産（指定） 23,121,659 0 23,121,659
 特定資産合計 509,424,761 534,101,748 △ 24,676,987

(3)その他固定資産
  建　　物 542,684,524 557,957,917 △ 15,273,393
  車輌運搬具 8,392,964 10,539,680 △ 2,146,716
  医療機器等備品 128,638,120 137,906,512 △ 9,268,392
  出 資 金 10,000 10,000 0
 その他固定資産合計 679,725,608 706,414,109 △ 26,688,501
固定資産合計 1,224,063,159 1,275,428,647 △ 51,365,488
資産合計 1,781,924,509 1,941,455,564 △ 159,531,055

Ⅱ 負債の部
１．流動負債

  未 払 金 107,305,348 172,779,554 △ 65,474,206
  買 掛 金 37,040,023 49,251,641 △ 12,211,618
  預 り 金 18,902,883 36,599,025 △ 17,696,142
  短期借入金 300,000,000 300,000,000 0
  賞与引当金 60,088,633 63,104,773 △ 3,016,140
流動負債合計 523,336,887 621,734,993 △ 98,398,106

２．固定負債
  長期未払金 500,040 1,700,136 △ 1,200,096
  退職給付引当金 241,617,700 221,473,958 20,143,742
  特別修繕引当金 0 18,300,000 △ 18,300,000
固定負債合計 242,117,740 241,474,094 643,646
負債合計 765,454,627 863,209,087 △ 97,754,460

科　　　　　　　目

貸　借　対　照　表
令和２年３月３１日現在





（単位：円）

公益目的事業会計 収益事業等会計 法人会計 内部取引消去 合　　計

Ⅰ 資産の部
１．流動資産

(1)現金預金
  現　　金 1,479,770 976,796 0 2,456,566
  普通預金 180,134,140 6,067,902 2,011,477 188,213,519
 現金預金合計 181,613,910 7,044,698 2,011,477 0 190,670,085

(2)その他流動資産
  未 収 金 334,474,043 11,079,359 0 345,553,402
  前 払 金 2,415,779 146,993 0 2,562,772
  薬    品 18,036,821 137,441 0 18,174,262
  診療材料 821,634 79,195 0 900,829
  仮 払 金 10,289,360 0 0 △ 10,289,360 0
 その他流動資産合計 366,037,637 11,442,988 0 △ 10,289,360 367,191,265
流動資産合計 547,651,547 18,487,686 2,011,477 △ 10,289,360 557,861,350

２．固定資産
(1)基本財産

  基本財産定期預金 0 0 29,963,000 29,963,000
  基本財産普通預金 0 0 4,949,790 4,949,790
 基本財産合計 0 0 34,912,790 0 34,912,790

(2)特定資産
  退職給付引当資産 223,956,693 17,661,007 0 241,617,700
  減価償却引当資産 189,980,402 0 0 189,980,402
  医療機器準備資産 54,705,000 0 0 54,705,000
　人材確保費用引当資産（指定） 23,121,659 0 0 23,121,659
 特定資産合計 491,763,754 17,661,007 0 0 509,424,761

(3)その他固定資産
  建　　物 542,684,524 0 0 542,684,524
  車輌運搬具 8,392,964 0 0 8,392,964
  医療機器等備品 122,349,237 6,288,883 0 128,638,120
  出 資 金 10,000 0 0 10,000
 その他固定資産合計 673,436,725 6,288,883 0 0 679,725,608
固定資産合計 1,165,200,479 23,949,890 34,912,790 0 1,224,063,159
資産合計 1,712,852,026 42,437,576 36,924,267 △ 10,289,360 1,781,924,509

Ⅱ 負債の部
１．流動負債

  未 払 金 109,378,079 5,903,440 106,396 △ 8,082,567 107,305,348
  買 掛 金 36,662,843 377,180 0 37,040,023
  預 り 金 18,902,883 0 0 18,902,883
  短期借入金 300,000,000 0 0 300,000,000
  仮 受 金 0 0 2,206,793 △ 2,206,793 0
  賞与引当金 57,664,190 2,424,443 0 60,088,633
流動負債合計 522,607,995 8,705,063 2,313,189 △ 10,289,360 523,336,887

２．固定負債
  長期未払金 0 500,040 0 500,040
  退職給付引当金 223,956,693 17,661,007 0 241,617,700
固定負債合計 223,956,693 18,161,047 0 0 242,117,740
負債合計 746,564,688 26,866,110 2,313,189 △ 10,289,360 765,454,627

貸 借 対 照 表 内 訳 表

科　　　　　　　目

令和２年３月３１日現在

















１．継続事業の前提に関する注記

該当なし

２．重要な会計方針

（1） 有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券・・・・・償却原価法（定額法）

（2） 棚卸資産の評価基準及び評価方法

薬　　品・・・・・最終仕入原価法による原価法

診療材料・・・・・最終仕入原価法による原価法

（3） 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産・・・・・定額法

無形固定資産・・・・・定額法

（4） 引当金の計上基準

賞与引当金・・・・・・・職員への賞与の支払に備えるため、支給見込額のうち、当期間

　対応分を引当計上している。

退職給付引当金・・・・・職員への退職金の支払に備えるため、当期末の自己都合要支給

　額から退職金共済機構支給額を控除後の額を引当計上している。

特別修繕引当金・・・・・一定の周期で発生する外壁塗装に備えるため、見積もり額を

　期間按分した額を引当計上している。

（5） リース取引の処理方法

所有権移転外ファイナンスリース取引のうち、１件あたり３００万円以下の取引について

は、通常の賃貸借取引に準じて処理している。

（6） 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

３．会計方針の変更

該当なし

財務諸表に対する注記

　平成２４年度から「公益法人会計基準」（平成20年4月11日（平成21年10月16日改正）内閣
府公益認定等委員会）を採用しています。



４．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

基本財産

定期預金

普通預金

小　　計

特定資産

退職給付引当資産

減価償却引当資産（資産取得資金）

減価償却引当資産

医療機器準備資産（資産取得資金）

医療機器準備資産

特別修繕引当資産

大規模改修積立資産

人材確保費用引当資産（指定）

小　　計

合　　計

５．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

基本財産

定期預金

普通預金

小　　計

特定資産

退職給付引当資産

減価償却引当資産

医療機器準備資産

人材確保費用引当資産（指定）

小　　計

合　　計

６．担保に供している資産

該当なし

18,300,000 0 18,300,000 0

509,424,761 23,121,659 244,685,402 241,617,700

544,337,551 58,034,449 244,685,402 241,617,700

189,980,402 0189,980,402 0

4,949,790

34,912,790 34,912,790 0 0

241,617,700 0 0 241,617,700

（うち負債に対応す
る額）

29,963,000 29,963,000 0 0

4,949,790

569,014,538 120,946,490 145,623,477 544,337,551

534,101,748 120,946,490

10,000,000 0 10,000,000 0

145,623,477 509,424,761

221,473,958 24,403,490 4,259,748 241,617,700

204,942,790 0 14,962,388 189,980,402

4,680,000 0

0 29,963,000

4,949,790 0 0 4,949,790

29,963,000 0

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高科　　　　目

34,912,790 0 0 34,912,790

54,705,000 0 54,705,000 0

科　　　　目

0 0

当期末残高
（うち指定正味財産

からの充当額）
（うち一般正味財産

からの充当額）

0 41,838,000 18,716,341 23,121,659

23,121,659 23,121,659 0 0

4,680,000 0

0 54,705,000 0 54,705,000

74,705,000 0 74,705,000 0



７．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高（直接法により減価償却を行っている場合）

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

建物等

車輌運搬具

医療機器等備品

合　　計

８．債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高

該当なし

９．保証債務

該当なし

10．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益

該当なし

11．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

（単位：円）

補助金

国・大阪府

高槻市

大阪府

高槻市

茨木市

摂津市

島本町

指定寄付金

社)日本損害保険協会

指定正味財産0 41,838,000 18,716,341 23,121,659

交付者補助金等の名称

合　　計

設備整備補助事業 2,616,666

〃 0

救急医療機器購入補助 8,026,003

0 2,033,330 583,336 指定正味財産

〃 0 24,142,500 24,142,500 0

102,577,500 102,577,500 0

396,391,507 690,857,354 675,452,956 411,795,905

〃 13,444,571 0 6,200,880 7,243,691 指定正味財産ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽ

0 2,188,910 5,837,093 指定正味財産

〃 0 22,275,000 22,275,000 0

〃 0 301,005,000 301,005,000 0

救命センター運営事業 0 156,347,354 156,347,354 0

施設整備補助事業 276,845,014 0 16,368,400 260,476,614 指定正味財産高槻市・島本町

施設整備補助事業 95,459,253 42,672,000 23,597,741 114,533,512 指定正味財産

前期末 当期 当期 当期末 貸借対照表上

残高 増加額 減少額 残高 の記載区分

3,314,296,874 2,634,581,266 679,715,608

39,710,479 31,317,515 8,392,964

1,590,189,625 1,461,551,505 128,638,120

科　　　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

1,684,396,770 1,141,712,246 542,684,524

  人材確保費用指定寄付 一般寄付者



12．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

　経常収益への振替額

減価償却費計上による振替額

人材確保のための諸経費

13．関連当事者との取引の内容

該当なし

14．重要な後発事象

該当なし

15．その他

該当なし

18,716,341

合　　計

内　　　　　　容 金　　額

50,389,261

69,105,602



附属明細書

１．基本財産及び特定資産の明細

基本財産及び特定資産については、財務諸表に対する注記４.【基本財産及び特定資産の増減額及び

その残高】にその旨を記載している。

２．引当金の明細

（単位：円）

 賞与引当金

 退職給付引当金

 特別修繕引当金

 注）2
特別修繕引当金の「当期減少額 その他」 18,300,000円は、公１ 夜間休日等応急診療事業の
移転が決まり、予定していた外壁塗装工事の実施が見込まれないため取り崩したものである。
　　　　（令和元年度第5回理事会にて議決）

科目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高
目的使用 その他

63,104,773 60,088,633 63,104,773 0 60,088,633

221,473,958 29,462,590 5,059,100 4,259,748 241,617,700

18,300,000 0 0 18,300,000 0

退職給付引当金の「当期減少額 その他」 4,259,748円は、職員の異動に伴い公１事業から公２
事業へ振り替えた額である。

 注）1





（単位：円）

場所・物量等 使用目的等 金額貸借対照表科目

（固定資産）

　基本財産 預金
定期預金
　京都銀行　高槻支店

法人
運用益を管理費の財源として使用している

26,713,000
定期預金
　りそな銀行　高槻支店

法人 　　　　　　　〃 2,150,000
定期預金
　三井住友銀行　高槻支店

法人 　　　　　　　〃 1,100,000
普通預金
　三井住友銀行　高槻支店

法人 普通預金として管理している 4,949,790

　特定資産 退職給付引当資産
定期預金
　京都銀行　高槻支店

公1
退職金支払のための積立資産として管理さ
れている預金 10,000,000

普通預金
　京都銀行　高槻支店

公1 　　　　　　　〃 8,418,476
定期預金
　三井住友銀行　高槻支店

公2 　　　　　　　〃 100,000,000
定期預金
　京都銀行　高槻支店

公2 　　　　　　　〃 60,000,000
普通預金
　京都銀行　高槻支店

公2 　　　　　　　〃 45,538,217
普通預金
　京都銀行　高槻支店

他 　　　　　　　〃 17,661,007

減価償却引当資産
定期預金
　三井住友銀行　高槻支店

公1
医療機器等更新のための積立資産として管
理されている預金 54,424,000

定期預金
　京都銀行　高槻支店

公1 　　　　　　　〃 41,710,000
普通預金
　京都銀行　高槻支店

公1 　　　　　　　〃 6,700,407
普通預金
　りそな銀行　高槻支店

公1 　　　　　　　〃 47,000,000
定期預金
　りそな銀行　高槻支店

公2 　　　　　　　〃 20,000,000
普通預金
　京都銀行　高槻支店

公2 　　　　　　　〃 10,145,995
定期預金
　三井住友銀行　高槻支店

公2 　　　　　　　〃 10,000,000

医療機器準備資産
定期預金
　京都銀行　高槻支店

公1
医療機器購入のための積立資産として管理
されている預金 54,705,000

人材確保引当資産
普通預金
　三井住友銀行　高槻支店

公2
人材確保のための資産であり、指定正味財
産として管理されている預金 17,886,854

普通預金
　京都銀行　高槻支店

公2 　　　　　　　〃 5,234,805

　その他固定資産 建物等 高槻市南芥川町11番1号 公1
公益目的保有財産であり、応急診療所事業
に使用している 26,861,530

公2
公益目的保有財産であり、救命センター事業に使
用している （共用割合 公2 99.6%、管 0.4%） 515,822,994

車輌運搬具 ドクターカー・公用車 公2 　　　　　　　〃 8,392,964

医療機器等備品 Ｘ線撮影装置他 公1
公益目的保有財産であり、応急診療所事業
に使用している 18,032,841

心電計他 公2
公益目的保有財産であり、救命センター事業に使
用している （共用割合 公2 99.6%、管 0.4%） 104,316,396

内視鏡他 他 ひかり診療所事業に使用している 6,288,883

出資金 北おおさか信用金庫 公2 出資金 10,000

固定資産合計 1,224,063,159

資産合計 1,781,924,509



（単位：円）

場所・物量等 使用目的等 金額貸借対照表科目

（流動負債）

未払金 医師等に対する未払金他 法人 法定福利費他 106,396

公1 時間外給与他 48,249,183

公2 　　　　〃 54,025,849

他 　　　　〃 4,923,920

買掛金 ｱﾙﾌﾚｯｻ・富士ﾌｨﾙﾑ他 公1 材料費（薬品費他）の未払い分 567,510

ｱﾙﾌﾚｯｻ他 公2 　　　　　　　〃 36,095,333

ﾒﾃﾞｨｾｵ他 他 　　　　　　　〃 377,180

預り金 職員からの預り金等 公1 社会保険料、市町村民税等の預り金 18,701,883

コンサル会社他 公2 契約保証金他 201,000

短期借入金 京都銀行　高槻支店 公2 運転資金 300,000,000

賞与引当金 職員に対するもの 公1 職員への賞与支払に備えたもの 6,486,775

公2 　　　　　　　〃 51,177,415

他 　　　　　　　〃 2,424,443

流動負債合計 523,336,887

（固定負債）

長期未払金 三菱UFJリース 他 医療機器の割賦支払 500,040

退職給付引当金 職員に対するもの 公1 退職金の支払いに備えたもの 18,418,476

公2 　　　　　　　〃 205,538,217

他 　　　　　　　〃 17,661,007

固定負債合計 242,117,740

負債合計 765,454,627

正味財産 1,016,469,882
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公益目的事業　１　夜間休日等応急診療事業会計 （単位：円）

当　年　度 前　年　度 増　減

Ⅰ 資産の部
１．流動資産

(1)現金預金
  現　　金 1,136,010 2,011,300 △ 875,290
  普通預金 160,644,448 160,667,756 △ 23,308
 現金預金合計 161,780,458 162,679,056 △ 898,598

(2)その他流動資産
  未 収 金 52,539,604 62,940,186 △ 10,400,582
  前 払 金 1,131,643 891,151 240,492
  棚卸資産   薬    品 3,940,397 4,741,231 △ 800,834

  診療材料 37,937 30,389 7,548
  仮 払 金 10,289,360 16,676,806 △ 6,387,446
 その他流動資産合計 67,938,941 85,279,763 △ 17,340,822
流動資産合計 229,719,399 247,958,819 △ 18,239,420

２．固定資産
(1)特定資産

  退職給付引当資産 18,418,476 21,287,296 △ 2,868,820
  減価償却引当資産 149,834,407 164,796,795 △ 14,962,388
  医療機器準備資産（資産取得資金） 0 54,705,000 △ 54,705,000
  医療機器準備資産 54,705,000 0 54,705,000
  特別修繕引当資産 0 18,300,000 △ 18,300,000
 特定資産合計 222,957,883 259,089,091 △ 36,131,208

(2)その他固定資産
  建　　物 26,861,530 8,769,316 18,092,214
  医療機器等備品 18,032,841 25,018,392 △ 6,985,551
 その他固定資産合計 44,894,371 33,787,708 11,106,663
固定資産合計 267,852,254 292,876,799 △ 25,024,545
資産合計 497,571,653 540,835,618 △ 43,263,965

Ⅱ 負債の部
１．流動負債

  未 払 金 48,249,183 66,318,260 △ 18,069,077
  買 掛 金 567,510 943,056 △ 375,546
  預 り 金 18,701,883 36,599,025 △ 17,897,142
  賞与引当金 6,486,775 6,555,737 △ 68,962
流動負債合計 74,005,351 110,416,078 △ 36,410,727

２．固定負債
  退職給付引当金 18,418,476 21,287,296 △ 2,868,820
  特別修繕引当金 0 18,300,000 △ 18,300,000
固定負債合計 18,418,476 39,587,296 △ 21,168,820
負債合計 92,423,827 150,003,374 △ 57,579,547

Ⅲ 正味財産の部
１．指定正味財産

指定正味財産合計 0 0 0
0 0 0
0 0 0

２．一般正味財産
一般正味財産合計 405,147,826 390,832,244 14,315,582

0 0 0
(149,834,407) (219,501,795) (△ 69,667,388)

正味財産合計 405,147,826 390,832,244 14,315,582
負債及び正味財産合計 497,571,653 540,835,618 △ 43,263,965

 （うち特定資産への充当額）

貸　借　対　照　表
令和２年３月３１日現在

科　　　　　　　目

 （うち基本財産への充当額）
 （うち特定資産への充当額）

 （うち基本財産への充当額）









特定資産

退職給付引当資産

減価償却引当資産

医療機器準備資産（資産取得資金）

医療機器準備資産

特別修繕引当資産

小　　計

合　　計

５．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

科　　　　目

基本財産

定期預金

小　　計

特定資産

退職給付引当資産

減価償却引当資産

医療機器準備資産

小　　計

合　　計

６．担保に供している資産

該当なし

７．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高（直接法により減価償却を行っている場合）

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。 （単位：円）

建物等

医療機器等備品

合　　計

0 54,705,000 0 54,705,000

54,705,000 0 54,705,000 0

―

0

―

4,259,748

18,418,476

―

0

149,834,407 44,894,371

―

18,418,476

科　　　　目 取得価額

26,861,530

99,661,588 81,628,747 18,032,841

92,227,136

222,957,883

0

222,957,883

194,728,778

当期末残高

 注）2　減価償却引当資産の「当期減少額」 14,962,388円は、冷暖房設備の除却・更新に伴い取り
　　　　崩した額である。

259,089,091

18,300,000

0164,796,795 14,962,388

54,705,000 0

0

204,539,407

259,089,091

―

56,095,928

 注）3　特別修繕引当資産の「当期減少額」 18,300,000円は、公１ 夜間休日等応急診療事業の移転
　　　　が決まり、予定していた外壁塗装工事の実施が見込まれないため取り崩したものである。
　　　　（令和元年度第5回理事会にて議決）

95,067,190

減価償却累計額

149,834,407

0222,957,883

（うち指定正味財産
からの充当額）

当期末残高

0

56,095,928

―

18,300,000

―

68,205,660

149,834,407

―

0

18,418,476

54,705,000

1,390,92821,287,296

222,957,883

0

（うち負債に対応す
る額）

 注）1　退職給付引当資産の「当期減少額」 4,259,748円は、異動に伴う公２事業への振替額である。

92,227,136

（うち一般正味財産
からの充当額）

18,418,476

204,539,407

0

18,418,476

149,834,407







公益目的事業　１　夜間休日等応急診療事業会計 （単位：円）

場所・物量等 使用目的等 金額

（流動資産）

　現預金 現金 手元保管 運転資金として 1,136,010

預金
普通預金
　りそな銀行　高槻支店

運転資金として 93,376,829
普通預金
　京都銀行　高槻支店

　　　〃 67,267,619

　その他流動資産 未収金 支払基金他 治療費未収金 52,539,604

前払金 大阪府医師会 令和２年度分医師賠償責任保険料他 165,443

吉田駐車場他 駐車場借上げ 966,200

薬品 診察室他 薬品 3,940,397

診療材料 診察室他 診療材料他 37,937

仮払金 法人配賦分 10,289,360

流動資産合計 229,719,399

（固定資産）

　特定資産 退職給付引当資産
定期預金
　京都銀行　高槻支店

退職金支払のための積立資産として管理さ
れている預金 10,000,000

普通預金
　京都銀行　高槻支店

　　　　　　　〃 8,418,476

減価償却引当資産
定期預金
　三井住友銀行　高槻支店

医療機器等更新のための積立資産として管
理されている預金 54,424,000

定期預金
　京都銀行　高槻支店

　　　　　　　〃 41,710,000
普通預金
　京都銀行　高槻支店

　　　　　　　〃 6,700,407
普通預金
　りそな銀行　高槻支店

　　　　　　　〃 47,000,000

医療機器準備資産
定期預金
　京都銀行　高槻支店

医療機器購入のための積立資産として管理
されている預金 54,705,000

　その他固定資産 建物等 高槻市南芥川町11番1号
公益目的保有財産であり、応急診療所事業
に使用している 26,861,530

医療機器等備品 Ｘ線撮影装置他 　　　　　　　〃 18,032,841

固定資産合計 267,852,254

資産合計 497,571,653

（流動負債）

未払金 医師等に対する未払金 時間外給与他 48,249,183

買掛金 ｱﾙﾌﾚｯｻ他 材料費（薬品費他）の未払い分 567,510

預り金 職員からの預り金 社会保険料、市町村民税等の預り金 18,701,883

賞与引当金 職員に対するもの 職員への賞与支払に備えたもの 6,486,775

流動負債合計 74,005,351

財　　産　　目　　録
令和２年３月３１日現在

貸借対照表科目















公益目的事業　２　救命救急事業会計

１．継続事業の前提に関する注記

該当なし

２．重要な会計方針

（1） 有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券・・・・・償却原価法（定額法）

（2） 棚卸資産の評価基準及び評価方法

薬　　品・・・・・最終仕入原価法による原価法

診療材料・・・・・最終仕入原価法による原価法

（3） 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産・・・・・定額法

無形固定資産・・・・・定額法

（4） 引当金の計上基準

賞与引当金・・・・・・・職員への賞与の支払に備えるため、支給見込額のうち、当期間

　対応分を引当計上している。

退職給付引当金・・・・・職員への退職金の支払に備えるため、当期末の自己都合要支給

　額から退職金共済機構支給額を控除後の額を引当計上している。

（5） リース取引の処理方法

所有権移転外ファイナンスリース取引のうち、１件あたり３００万円以下の取引について

は、通常の賃貸借取引に準じて処理している。

（6） 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

３．会計方針の変更

該当なし

財務諸表に対する注記

　平成２４年度から「公益法人会計基準」（平成20年4月11日（平成21年10月16日改正）内閣府
公益認定等委員会）を採用しています。



４．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

基本財産

定期預金

小　　計

特定資産

退職給付引当資産

減価償却引当資産

人材確保費用引当資産（指定）

小　　計

合　　計

５．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

基本財産

定期預金

小　　計

特定資産

退職給付引当資産

減価償却引当資産

人材確保費用引当資産（指定）

小　　計

合　　計

６．担保に供している資産

該当なし

23,121,659 23,121,659 0 0

0

――

―

―

224,274,522

（うち負債に対応す
る額）

18,716,341

（うち一般正味財産か
らの充当額）

184,128,527

40,145,995

0

科　　　　目 当期末残高当期減少額前期末残高 当期増加額

18,716,341

21,409,690

41,838,000

0

18,716,341

224,274,522

―

23,121,659

 注）1　退職給付引当資産の「当期増加額」 21,409,690円の内訳は、退職金の積立額 17,149,942円、
　　　　異動に伴う公１事業からの振替額 4,259,748円である。

0

205,538,217

―

205,538,217

―

0

23,121,659 40,145,995

40,145,995

205,538,217

―

科　　　　目
（うち指定正味財産か

らの充当額）当期末残高

268,805,871

―

―

―

205,538,217

40,145,995

268,805,871

23,121,659

 注）2　人材確保費用引当資産とは、クラウドファンディング（以下ＣＦと言う）による寄付金であり、
　　　　「当期増加額」は当期に受けた寄付金額を、「当期減少額」 は当期に費用として支出した寄付
　　　　金額の合計を表している。なお、当該ＣＦは使途を人材確保の為と限定して寄付を受けたもの
　　　　である。

―

――

0

63,247,690

―

63,247,690

―

0

40,145,995

205,538,217

268,805,871

40,145,995

268,805,871

0



７．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高（直接法により減価償却を行っている場合）

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

建物

車輌運搬具

医療機器等備品

合　　計

８．債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高

該当なし

９．保証債務

該当なし

10．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益

該当なし

11．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

（単位：円）

補助金

国・大阪府

高槻市

大阪府

高槻市

茨木市

摂津市

島本町

指定寄付金

合　　計

 人材確保費用指定寄付 一般寄付者 指定正味財産23,121,6590 41,838,000 18,716,341

補助金等の名称 交付者

1,362,509,5941,466,825,990

102,577,500 102,577,500 0

5,837,0932,188,910

411,795,905

0

指定正味財産

156,347,354

583,3362,616,666 0

114,533,512

628,532,354

指定正味財産

残高 の記載区分

指定正味財産

260,476,614

貸借対照表上

科　　　　目 取得価額 当期末残高減価償却累計額

8,392,96439,710,479

3,095,866,049 2,467,333,695

23,597,741

前期末 当期

42,672,000

0 16,368,400276,845,014

増加額残高

95,459,253

1,073,506,5861,589,329,580

救命センター運営事業

当期 当期末

減少額

31,317,515

104,316,396

515,822,994

301,005,000

22,275,000

0

00

0 0

〃

0 156,347,354

6,200,880 7,243,691 指定正味財産

高槻市・島本町

24,142,500

8,026,003 0救急医療機器購入補助

690,857,354396,391,507

〃 ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽ

675,452,956

2,033,330

指定正味財産

〃

0

0

13,444,571

301,005,000〃

社)日本損害保険協会

施設整備補助事業

設備整備補助事業

施設整備補助事業

24,142,500

22,275,000〃

0



12．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

　経常収益への振替額

減価償却費計上による振替額

人材確保のための諸経費

13．関連当事者との取引の内容

該当なし

14．重要な後発事象

該当なし

15．その他

該当なし

18,716,341

内　　　　　　容 金　　額

合　　計

50,389,261

69,105,602











その他事業　１　一般診療及び保健増進事業会計 （単位：円）

当　年　度 前　年　度 増　減

Ⅰ 資産の部
１．流動資産

(1)現金預金
  現　　金 976,796 1,440,671 △ 463,875
  普通預金 6,067,902 15,598,439 △ 9,530,537
 現金預金合計 7,044,698 17,039,110 △ 9,994,412

(2)その他流動資産
  未 収 金 11,079,359 13,005,559 △ 1,926,200
  前 払 金 146,993 147,001 △ 8
  棚卸資産   薬    品 137,441 182,729 △ 45,288

  診療材料 79,195 64,944 14,251
 その他流動資産合計 11,442,988 13,400,233 △ 1,957,245
流動資産合計 18,487,686 30,439,343 △ 11,951,657

２．固定資産
(1)特定資産

  退職給付引当資産 17,661,007 16,058,135 1,602,872
  減価償却引当資産（資産取得資金） 0 4,680,000 △ 4,680,000
  医療機器準備資産（資産取得資金） 0 20,000,000 △ 20,000,000
  大規模改修積立資産 0 10,000,000 △ 10,000,000
 特定資産合計 17,661,007 50,738,135 △ 33,077,128

(2)その他固定資産
  医療機器等備品 6,288,883 8,796,660 △ 2,507,777
 その他固定資産合計 6,288,883 8,796,660 △ 2,507,777
固定資産合計 23,949,890 59,534,795 △ 35,584,905
資産合計 42,437,576 89,974,138 △ 47,536,562

Ⅱ 負債の部
１．流動負債

  未 払 金 5,903,440 6,009,336 △ 105,896
  買 掛 金 377,180 739,212 △ 362,032
  賞与引当金 2,424,443 3,401,708 △ 977,265
流動負債合計 8,705,063 10,150,256 △ 1,445,193

２．固定負債
  長期未払金 500,040 1,700,136 △ 1,200,096
  退職給付引当金 17,661,007 16,058,135 1,602,872
固定負債合計 18,161,047 17,758,271 402,776
負債合計 26,866,110 27,908,527 △ 1,042,417

Ⅲ 正味財産の部
１．指定正味財産

指定正味財産合計 0 0 0
0 0 0
0 0 0

２．一般正味財産
一般正味財産合計 15,571,466 62,065,611 △ 46,494,145

0 0 0
(0) (10,000,000) (△ 10,000,000)

正味財産合計 15,571,466 62,065,611 △ 46,494,145
負債及び正味財産合計 42,437,576 89,974,138 △ 47,536,562

 （うち特定資産への充当額）

貸　借　対　照　表
令和２年３月３１日現在

科　　　　　　　目

 （うち基本財産への充当額）
 （うち特定資産への充当額）

 （うち基本財産への充当額）









減価償却引当資産（資産取得資金）

医療機器準備資産（資産取得資金）

大規模改修積立資産

小　　計

合　　計

５．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

基本財産

定期預金

小　　計

特定資産

退職給付引当資産

小　　計

合　　計

６．担保に供している資産

該当なし

７．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高（直接法により減価償却を行っている場合）

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

建物

車輌運搬具

医療機器等備品

合　　計

８．債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高

該当なし

９．保証債務

該当なし

10．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益

6,288,883

当期末残高減価償却累計額

23,702,047 17,413,164 6,288,883

23,702,047 17,413,164

0

17,661,007

17,661,007

0 0

17,661,007

0

4,680,000

50,738,135

50,738,135

0 0

17,661,007

0

（うち一般正味財産か
らの充当額）

4,680,000

科　　　　目
（うち指定正味財産か

らの充当額）当期末残高

科　　　　目 取得価額

17,661,007

―

―

0

0

―

17,661,007

0

―

―

0

17,661,007

0

17,661,007

―

（うち負債に対応する
額）

0

1,602,872

20,000,000 0 20,000,000

―

10,000,000 10,000,000

1,602,872

34,680,000

34,680,000

―

0


















































